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要 旨

本稿では，地域リハビリテーションの必要性を検討するため，国内外の先行研究を整理し，通所・訪問サー
ビス，Information and Communications Technologyの活用，住民主体の活動など多様な支援形態を概観した．さら
に，疾患・状態別支援の効果と課題を検討した結果，生活機能の維持・向上に寄与する知見が得られた．一方
で，医療・介護制度の整合性の不備，専門職の地域偏在，Information and Communications Technology 導入の格
差，多職種連携の継続性など制度的・構造的な課題が明らかとなった．これらの知見は，地域リハビリテーショ
ンの理念に基づき，地域特性に応じた柔軟かつ持続可能な支援体制の構築に向けた今後の検討課題として位置
づけられる．
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Abstract

This study reviewed both domestic and international literature to examine the necessity of community-based rehabilitation.

It outlined diverse support models, including day-care and home-visit services, Information and Communications

Technology applications, and resident-led initiatives. Disease- and condition-specific approaches demonstrated benefits in

maintaining and improving functional ability. However, systemic and structural challenges-including policy

inconsistencies, regional disparities in professional availability, unequal ICT implementation, and sustainability of



1．はじめに
高齢化の進行に伴い，地域におけるリハビリテー

ションの重要性は一層高まっている．これまでの医
療機関中心の支援においても，生活期への継続的な
支援の必要性が広く認識され，医療・介護・福祉・
教育など多部門が連携した包括的支援体制の構築が
求められている．
地域リハビリテーションは，医療的介入にとどま

らず，障害のある人々や高齢者が地域で自立し，社
会参加を実現するための支援を提供するものであ
る．本稿では，地域リハビリテーションの必要性と
効果を多角的に捉え，制度的背景，疾患・状態別の
支援の現状と課題，そして，今後の展望について検
討することを目的とする．

1 . 1 地域リハビリテーションの定義とその必要性
地域リハビリテーション（Community-Based

Rehabilitation）は，保健，教育，労働，社会保障など
の多部門が連携し，障害のある人々とその家族が，
地域資源を活用して自立した生活を営むための支援
である．地域リハビリテーションは，障害者権利条
約に基づき，すべての人が平等に社会参加できるこ
とを目指す地域包摂型開発（Community-Based

Inclusive Development）の一環として位置づけられ
ている1）．
障害のある人々が，到達可能な健康水準に達する

には，リハビリテーションへの継続的なアクセスが
不可欠とされる．しかし，専門的なリハビリテー
ションサービスは都市部に集中する傾向があり，農
村部や遠隔地における居住者のアクセス制限や経済
的負担が課題となっている1）．Organisation for

Economic Co-operation and Development（OECD）諸
国では，2050年に向けて，長期支援を必要とする場
合，対象者の経済的負担と公的負担のさらなる増加

が危惧されている2）．地域リハビリテーションは
こうした制約を踏まえ，政府・非政府組織・地域社
会による多様な支援策を活用する必要がある．

2 ．地域リハビリテーションにおける通所・訪問支
援の現状と課題

本邦では，介護保険制度に基づき，通所介護およ
び訪問リハビリテーション事業所が全国に多数設置
されている．これらの事業所は，地域住民の生活機
能の維持・向上を目的とした支援の中核として，重
要な役割を担っていると考えられる．本節では，通
所介護および訪問リハビリテーションにおける先行
研究を整理し，その効果と課題を検討する．

2 . 1 通所介護の効果
日本以外の国や地域では，通所介護サービスは

Adult Day Care，Day Care Services，Adult Day Programs，
Day Respite Careなど多くの名称があり，制度やサー
ビス提供体制も異なる．日本の通所介護事業にリハ
ビリテーション専門職配置は必須ではなく，デイケ
アで行われる通所リハビリテーションと違いがあ
る．通所介護サービスは，施設設計やプログラム内
容による利用者の満足度や健康アウトカムへの影響
が明らかになっているが，各国・地域の制度の差が
有効性の評価を困難にしている3）．そのため下記
には，通所介護に類似する国内外のサービスにおけ
る先行研究の概況を示す．
通所介護ならびに各国・地域のサービスは，身体

的・心理的ケアと社会的支援を目的として地域に設
置された施設で高齢者などへリハビリテーション，
社会活動，栄養提供などを行っている．通所介護に
関する研究は北米・アジア・欧州に集中し，施設の
設計や効果判定のための枠組みの未整備が指摘され
ている4）．このような背景から一律な効果判定に
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interprofessional collaboration-were identified. These findings highlight the need for flexible and sustainable support

systems tailored to regional characteristics, in line with the principles of community-based rehabilitation.

Keywords: Community-Based Rehabilitation, Functional Ability, Interprofessional Collaboration



は慎重を要する．
米国における症例対照研究では，通所サービスが

生活の質（Quality of Life：以下QOL）向上に寄与す
る可能性が示された．成人デイヘルスセンター
（Adult Day Health Center）に参加した地域在住高齢
者は，非参加者と比較して，3ヶ月後の健康関連
QOLスコア（MOS 36-Item Short-Form Health Survey）
における身体的・情緒的役割のスコアが有意に改善
している5）．
イタリアにおける群間比較研究では，認知症高齢

者を対象とした 2ヶ月間の地域密着型デイケア介入
により，Neuropsychiatric Inventoryで評価された行
動・心理症状（Behavioral and Psychological Symptoms

of Dementia）および介護負担感（Caregiver Burden

Inventory）は有意に軽減され，在宅介護と比較して
患者・介護者双方に短期的な肯定的効果が認められ
た6）．
慢性疾患を持つ高齢者に対するデイケアの影響に

おける系統的レビューでは，心理的健康，QOL，身
体機能，生活機能改善に限定的な効果が示され
た7）．
2014年のコクランレビューでは，認知症患者とそ

の介護者に対するデイケアなどによるレスパイトケ
アの重要性は高いものの評価可能な研究が不足して
おり，効果の程度は依然として不明である8）．

2 . 2 訪問リハビリテーションの効果
訪問リハビリテーションは，日本以外の国では，

Home Health Rehabilitation, Home-Based Rehabilitation

Services, Home Rehabilitation Servicesなどの名称があ
る．それらを含めた先行研究を以下に示す．
訪問リハビリテーションは，リハビリテーション

専門職による一連の治療運動を対象者が自宅で実施
するものであり，費用対効果に優れ，病院・施設で
のリハビリテーション終了後の機能維持および改善
を目的としている9）．
脳卒中後の在宅療養者を対象とした系統的レ

ビューとメタ分析では，訪問リハビリテーションが
Functional Independence MeasureやBarthel Indexに中

等度の改善（効果量g＝0.58）をもたらし，特に若年
者や急性期後の対象者，介護者の参加がある場合，
効果の高さが示された10）．これは，訪問リハビリ
テーションが，地域リハビリテーションの有効な選
択肢であることを示唆している．
人工膝関節全置換術（Total Knee Arthroplasty：以

下TKA）後の訪問リハビリテーションにおける系統
的レビューとメタ分析では，外来リハビリテーショ
ンと比較して 6分間歩行距離，膝関節可動域，疼痛，
QOLスコアに有意差がなく，訪問リハビリテーショ
ンと外来リハビリテーションの双方で改善を示して
おり，対象者の状態や環境に応じたリハビリテー
ション提供体制を選択できる可能性が示唆され
た11）．
訪問リハビリテーションに関する系統的レビュー

およびメタ分析では，リハビリテーション専門職に
よる直接訪問または遠隔支援（テレリハビリ）を含
む介入が，従来の外来治療と比較して，上肢機能に
改善を示した（標準化平均差[以下SMD] ＝ 0.28）．
フォローアップ時点でも上肢機能改善の効果が持続
していた12）．

2 . 3 通所・訪問の複合的サービスにおける課題と
今後の展望
通所・訪問の複合的サービスにおける課題として，

日本の高齢者には，介護保険サービス利用に対する
心理的抵抗があることが指摘されており13），地域
リハビリテーション実施先の選択が可能な体制維持
が必要と考えられる．
北欧諸国では，地域ケアチームによる医療・福祉

の統合が進展しており，ノルウェーではリハビリ
テーション専門職を含むチームによる在宅・通所・
訪問サービスの一体的提供が推進されている．一方
で，自治体ごとの地域資源の差や対象が重度者に集
中する傾向から，軽度者への支援不足やアクセスの
格差拡大への対処が検討されている14）.
アイルランドでは，地域医療・福祉サービス提供

機関であるCork Kerry Community Healthcareが，高齢
化の対処として地域統合ケアプログラムを展開して
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いる．ニーズと選択に応じたケアへのアクセス強化
のために，外来支援，早期退院支援，介護施設支援
を統一して提供し，今後の成果報告が期待され
る15）．
以上のように，通所介護および訪問リハビリテー

ションは，各国と地域の様相に合わせた実施内容の
効果の一部が報告されている．今後は，サービス利
用者の意向や地域資源に応じて，選択可能な地域リ
ハビリテーションの実施体制の構築が今後も必須と
考えられる．QOLや健康の予防・増進，社会参加お
よび社会保障コスト改善に向けた実践と効果の判定
が待たれる．

3 ．疾患・状態別の地域リハビリテーションの必要
性と効果

地域で行われるリハビリテーション実践では，対
象となる疾患や状態に応じた支援の提供も重要であ
る．脳卒中，運動器疾患，高次脳機能障害，摂食嚥
下障害，発声・発語機能障害，虚弱性高齢者，がん
などの対象者において，それぞれの特性に応じた支
援が求められる．本章では，これらの疾患別・状態
別に，地域リハビリテーションの必要性とその効果
について先行研究や実践報告をもとに整理・検討す
る．加えて，疾患・状態別に明らかとなった地域リ
ハビリテーションにおける課題と今後の展望につい
て述べる．

3 . 1 脳卒中における地域リハビリテーションの必
要性と効果
脳卒中は，本邦における要介護状態となる主な原

因疾患の 1つである16）．脳卒中による後遺症は運
動麻痺や感覚障害，嚥下障害，高次脳機能障害など
の多岐にわたり，Activities of Daily Living（以下ADL）
における障害やQOLの低下を招く．脳卒中に対す
るリハビリテーションでは，生活行為の再獲得や地
域での役割再獲得を視野に入れた多面的な支援が求
められ，特に発症早期からの急性期リハビリテー
ションに加え，回復期を経て生活期に至るまでの継
続的かつシームレスな支援体制の構築が極めて重要

である．
入院期間中における支援については，チームによ

る多職種提供体制が整った専門ユニットは，再入院
率の低下，身体機能の維持，QOLの向上に寄与する
ことが報告されている17）．また，早期退院支援
（Early Supported Discharge：以下，ESD）を含む退院
後支援に関する制度整備が急がれる中，多職種協働
によるESDが平均 5 . 5 日間の入院期間の短縮や患
者満足度に貢献すると報告されている18）．
急性期・回復期病院でのリハビリテーション終了

後も，生活期における継続的な支援と機能維持のた
めの介入が極めて重要である．生活期においては，
訪問リハビリテーションや通所リハビリテーション
などの資源を活用した地域における継続した支援や
社会参加の推進が重要である19）．脳卒中患者に対
する系統的レビューとメタ分析では，地域リハビリ
テーションは脳卒中患者の 6分間歩行距離および
ADLの改善に効果的であると示されている20）．

3 . 1 . 1 脳卒中における我が国の地域リハビリ
テーションの課題と今後の展望
脳卒中における我が国の地域リハビリテーション

の課題としては，リハビリテーション専門職の人材
不足や偏在を含めた地域間格差，多職種連携の質と
その継続性の確保，情報通信技術（Information and

Communications Technology：以下，ICT）の活用に関
する地域間格差，介護保険制度の整合性などが考え
られる．
さらなる活用が期待されるICTに関して，ICT介入

の有効性に関する系統的レビューでは，15件の研究
において身体機能の改善や医療サービスの利用のし
やすさなどに貢献する可能性について報告されてい
る21）．また，リハビリテーションサービスにアク
セスが困難な遠隔地等の対象者に対して，技術的な
障壁や認知障害等の対象者による利用可能性には限
りがあるとしつつも，ICTを活用したテレリハビリ
テーションの有用性も示されている22）．
脳卒中者に対する地域リハビリテーションは，再

発予防やQOLの維持・向上，自立支援において極め
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表 3 握力測定の相対信頼性，絶対信頼性の結果

表1 General Self-Efficacy Scale合計得点ならびに下位項目得点の結果



て重要であり，地域包括ケアシステムの更なる深
化・推進により，持続可能な支援体制の構築が必要
である．
脳卒中後の社会参加を改善するためのリハビリ

テーション介入に関する系統的レビューとメタ分析
では，運動を活用した介入が社会参加に対して効果
（SMD ＝ 0.43）を示している23）．人口減少や少子
高齢化が進行し，人口構造が急激に変化している本
邦においては，社会参加に焦点を当てた住民主体の
まちづくりとリハビリテーション専門職の協働に
よって，地域に根ざした生活期支援の充実が期待さ
れる．

3 . 2 運動器疾患における地域リハビリテーション
の必要性と効果
3 . 2 . 1 ロコモティブシンドローム
ロコモティブシンドローム（Locomotive Syndrome：

運動器症候群）は，日本整形外科学会により，運動
器の障害による要介護の状態や要介護リスクの高い
状態を表す言葉として提唱された24）．ロコモー
ショントレーニング介入は，地域在住中高年者の下
肢筋力やバランス能力などの運動機能を向上させる
だけでなく，転倒リスクを減らし25），外出に対する
自己効力感を向上させ，生活機能を改善する効果が
あるとした報告や26）血清ビタミンD補充を組み合
わせることによる身体機能評価の改善を認め27），
介護予防を含めた地域リハビリテーションにおける
運動器疾患対策の一助となっている28）．
ロコモティブシンドロームの早期発見ツールとし

て，The 25-question Geriatric Locomotive Function

Scale29）があり，運動器障害である膝痛や腰痛との
関連を認める報告もある30）.

3 . 2 . 2 運動器不安定症
運 動 器 不 安 定 症（Musculoskeletal Ambulation

Disability Symptom Complex）は，日本整形外科学会，
日本運動器リハビリテーション学会，日本臨床整形
外科学会が協議し2006年 4 月に定義・診断基準を公
表した24）．これは，高齢化にともなって運動機能

低下をきたす運動器疾患により，バランス能力およ
び移動歩行能力の低下が生じ，閉じこもり，転倒リ
スクが高まった状態としており24），加えて運動器
不安定症は転倒による骨折の関連性が高いことも報
告されている31）．運動機能評価として開眼片脚立
位15秒未満，Timed up-and-go test 11秒以上を機能評
価基準に該当する者としているため，地域リハビリ
テーションによる運動機能維持の必要性を示してい
る32）．

3 . 2 . 3 大腿骨頚部骨折
大腿骨頚部骨折は，脳卒中，認知症とともに，三

大寝たきり原因のひとつであり33），一般の高齢者
よりも股関節骨折既往のある高齢者の方が再受傷し
易いと報告されている34）．地域リハビリテーショ
ンにおいては，大腿骨頚部骨折後の術後の痛み，関
節拘縮，筋力低下，既存および術後の合併症などの
阻害要因を軽減し，可能な限り一般高齢者に近い状
態に改善させる必要がある35）．さらに，自宅での
転倒予防のために，家屋調整など環境的にもアプ
ローチしていく必要がある．

3 . 2 . 4 変形性膝関節症
高齢化に伴って，運動機能低下をきたす11の運動

器障害に含まれる変形性膝関節症は36），主に加齢
を原因として膝関節の軟骨に徐々に摩耗が生じる．
最終的には膝関節の変形を引き起こす疾患であり，
重度となれば年齢に応じてTKAを含めた観血的手
術を実施することもある．
地域リハビリテーションとしては，初期の変形性

膝関節症であれば，倦怠感や鈍重感，こわばりとし
て表現され，しゃがむ，起立などの荷重動作時に疼
痛が生じることで身体活動量が減少するため，地域
包括ケアの「自助」「互助」「共助」「公助」を利用す
ることで状態を悪化させないことに努める必要があ
る37）．

3 . 2 . 5 運動器疾患における地域リハビリテー
ションの課題と今後の展望
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運動器疾患における地域リハビリテーションにお
ける課題は，ロコモティブシンドロームや運動器不
安定症の早期発見と運動機能維持，さらに大腿骨頚
部骨折後の再受傷防止や変形性膝関節症の進行抑制
を通じて，転倒予防と生活機能の改善を継続的に推
進することが今後望まれる．

3 . 3 高次脳機能障害における地域リハビリテー
ションの必要性と効果
高次脳機能障害とは，脳が損傷をうけたために，

言語，行為，認知，記憶，注意，遂行機能，社会的
行動などの高次の精神活動が障害された状態をい
う38）．高次脳機能障害の用語は，学術用語と行政
用語として定義が異なり，前者は，失語症や認知症
を含んだ高次脳機能障害全般を指す．後者は，行政
的診断基準の上で，失語症や認知症などは除外され
ていたが，令和７年12月に成立された「高次脳機能
障害者支援法」の条文内では失語，失行，失認も明
記された39）．
高次脳機能障害の原因疾患は，脳卒中，脳外傷，

脳腫瘍，脳変性疾患など多岐にわたる．そのうち，
発症時もしくは受傷時に意識障害が重篤な例，昏睡
期間が長期に及んだ例は，高次脳機能障害が後遺す
るとの報告がある40）．また，小児期の原因疾患は，
急性脳症，頭部外傷，低酸素脳症，脳卒中などがあ
る41）．
高次脳機能障害は，時間の経過とともに一定の回

復傾向を示すとされ，退院後に適切な環境下で適切
なトレーニングや活動を継続することにより可塑的
な機能変化を起こすと考えられている42）．しかし，
社会復帰に関しては容易ではなく，後遺症が残存す
る場合はさらに困難を伴う．医療機関の退院後に
も，青年期や壮年期における就労支援や高齢期の社
会参加の機会を拡充するために，地域での高次脳機
能障害におけるリハビリテーションの施行は重要と
なる38）．
小児の後天性脳損傷に対しては，栗原43）によれ

ば，リハビリテーションを行う意義は①本人の機能
回復，②介護量の軽減，③本人と家族のQOLの向上，

④費用対効果にあるとされる．特に小児の場合はそ
の環境やライフステージに合わせて，成長発達及び
機能回復を妨げるものを最大限除去し，少しでもよ
い機能を回復させることがリハビリテーションの目
的となる43）．これらの目的を達成するためには地
域をベースとし，ライフステージに応じた専門職種
の継続的な関りが重要となる．
海外では，頭部外傷におけるリハビリテーション

モデルは時間の経過とともに変化するニーズに対応
するために，地域社会での継続的なリハビリテー
ションを組み込んだプログラムの例もある44）．我
が国における地域リハビリテーションの手順に関し
て，渡邉45）は医療機関を退院する時点で，患者とそ
の家族のニーズを把握し，その目的に沿って地域連
携を進めていくことが重要と述べている．主なニー
ズとして，就労，就学，高次脳機能障害に対するリ
ハビリテーション，社会的行動障害への対応，患者・
家族会との連携をあげている45）．

3 . 3 . 1 高次脳機能障害における我が国の地域リ
ハビリテーションの課題と今後の展望
現在，我が国における高次脳機能障害者の支援と

して，厚生労働省が実施する「高次脳機能障害及び
その関連障害に対する支援普及事業」（図１）がある．
この事業では，各都道府県において医療機関や福祉
施設などの支援拠点機関に支援コーディネーター
（社会福祉士，保健師，作業療法士等）を配置し，専
門的な相談支援や，関係機関との連携や調整を行う
など，地域での高次脳機能障害者支援の普及を図っ
ている46）．
現状の課題として，地域における高次脳機能障害

者に対するリハビリテーション支援活動は，成人期，
小児期ともに全国の地域差のみならず，各都道府県
内での地域差も生じている47）．また，支援に関わ
るコーディネーターをはじめとしたスタッフ，当事
者家族の負担も大きくなっていることから，支援継
続のためには公的援助増大の必要があるとも報告さ
れている47）．
高次脳機能障害は目に見えにくい障害であるた
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め，継続的に個別の支援が必要となる．また，当事
者のライフステージに合わせ，本人，家族，地域性
に応じた支援も必要である．今後，より良い支援を
継続的に提供するためには，医療，福祉の領域に限
らず，家族を含めた多職種連携による地域ネット
ワークの充実が不可欠である．

3 . 4 摂食嚥下障害における地域リハビリテーショ
ンの必要性と効果
摂食嚥下障害は，脳卒中や加齢に伴う摂食嚥下機

能の低下によって生じ，食事内容や食形態に制限を
もたらし，QOLを著しく低下させる．日本は超高齢
社会に突入しており，要介護認定者は600万人を超
えるとされる48）．その中には，摂食嚥下障害を有
する高齢者も相当数含まれていると考えられる．
Igarashiら49）は，在宅で生活する要介護高齢者の

過半数に摂食嚥下障害の疑いがあると報告してお
り，地域における摂食嚥下リハビリテーションの重

要性が高まっている．そこで本節では，摂食嚥下障
害に対する地域リハビリテーションの現状と課題に
ついて概説する．
嚥下運動は外見上の観察が困難な内臓運動である

ため，問診やスクリーニングのみでは正確な評価が
難しいとされている．実際にベッドサイド評価で異
常が検出されるのは全体の約40％程度にとどまると
の報告もある50）．
摂食嚥下機能の詳細な評価には，嚥下造影検査

（Videofluoroscopic Examination of Swallowing：以下，VF）
および嚥下内視鏡検査（Videoendoscopic Evaluation

of Swallowing：以下，VE）が用いられる．とくにVE

で用いる内視鏡機器は，持ち運びが可能であるため，
在宅や施設での実施が容易であり，地域リハビリ
テーション分野において多数の応用例が報告されて
いる51-54）．
VEを用いた在宅評価では，実際の摂食嚥下機能

と食形態の不一致が明らかとなることも多く，経管
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図1 高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及事業
出典：厚生労働白書（厚生労働省）
（https://www.mhlw.go.jp/stf/wp/hakusyo/kousei/21/ 2025年10月20日に利用）



栄養中心の症例に対し，経口摂取との併用への移行
が望ましいと判断される事例も報告されている54）．
さらに近年では，ICTを活用した遠隔診療の取り

組みも進んでいる．山口ら55）は，患者および，主治
医，訪問歯科医師などの多職種をICTで連携させ，
VE画像を共有することで専門的知見の提供が可能
となり，従来の訪問圏域を超えた質の高い診療が実
現できると報告している．このような取り組みによ
り，在宅や施設でも適切な食形態や摂食姿勢の調整
が可能となり，誤嚥性肺炎の予防や介護負担の軽減
が期待される．

3 . 4 . 1 摂食嚥下障害における地域リハビリテー
ションの課題と今後の展望
摂食嚥下障害における地域リハビリテーションの

課題として，摂食嚥下に関する医療資源は全国的に
偏在しており，地域によっては評価や対応体制が不
十分な状況にあることがあげられる56）．前述の遠
隔診療は，こうした医療資源の偏在を補完する有効
な手段の一つであるが，現時点ではその導入例は限
定的であり，広範な普及には至っていない．
厚生労働省の調査報告57）では，以下の課題が指

摘されている．①摂食嚥下障害に対する問題意識が
地域全体に十分に浸透していないこと，②VEやVF

などの嚥下評価技術が未整備の施設が多く，外来・
訪問患者への対応が遅れること，③発症前の予防や
地域住民への啓発が不十分であることの 3点であ
る．
今後の展望としては，地域に根ざした簡便な嚥下

スクリーニング体制の構築と，スクリーニング結果
を専門職に的確に共有する仕組みの整備が必要であ
る．また，マニュアルやチェックリストの整備を通
じて，地域に根差した医療の対応力を高めるととも
に多職種連携および地域資源の横断的活用による持
続可能な支援体制の構築が求められる．
摂食嚥下障害に対する地域リハビリテーション

は，QOLの維持や誤嚥性肺炎の予防に不可欠であ
り，今後さらにその重要性が高まることが予想され
る．適切な評価技術の導入とともに，多職種による

協働体制の整備が急務であり，地域格差を是正する
ための取り組みが求められる．

3 . 5 発声発語機能障害における地域リハビリテー
ションの必要性と効果
声を生成することを発声といい，話しことばを生

成する動作を発語あるいは構音という58）．発声発
語の仕組みは肺からの呼気流を喉頭で喉頭原音に変
換し，共鳴腔である声道で加工され外界へ放出され
る59）．肺や喉頭，口腔などの発声発語に関連する
器官の機能は加齢により変化することが知られてお
り60-63），コミュニケーションだけでなく摂食嚥下
にも影響を及ぼすため，発声や構音の異常を早期に
検出することは非常に重要であると考える．
発声発語に関連する地域リハビリテーションの重

要性と今後の展望について述べる．伊藤ら63）は，
通所リハビリテーションを利用する65歳以上の地域
在住高齢者に対して，呼気筋訓練（Expiratory Muscle

Strength Training：EMST）を 8週間実施した結果，最
初の 4週間の時点で最長発声持続時間（maximum

phonation time：以下MPT），オーラルディアドコキ
ネシス /pa/音，最大呼気圧（Maximum Expiratory

Pressure）， 3回唾液嚥下時間に改善がみられ，舌上
湿潤度は有意に低下し舌圧には変化がみられなかっ
たとして，呼吸機能や発声機能には効果があったが，
口腔内環境との関連の低さを報告している．髙橋
ら64）は，地域在住の健常高齢者に対して，咬合・咀
嚼筋トレーニング，口腔ケア，呼吸トレーニング，
舌筋力トレーニング，発声・構音訓練を10週間実施
し，舌圧とオーラルディアドコキネシス/ka/音で改
善がみられたと報告している．発声発語は様々な器
官が関わるため，どの機能を向上させるかトレーニ
ングの組み合わせが重要であると考えられる．
Sakayoriら65）は，地域在住の健康な高齢者に対し

て，口腔機能改善プログラムを 3ヵ月実施し 1年後
に再評価した結果，ディアドコキネシスにおいてプ
ログラム終了直後は改善が認められるが，その後は
低下したため，地域では介入後のフォローアップも
重要であることを報告している．
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地域でのリハビリテーション介入は，サルコペニ
アやフレイルの予防としての報告が散見されるが，
音声機能に関連する報告は少ない．
3 . 5 . 1 発声発語機能障害における地域リハビリ

テーションの課題と今後の展望
田口ら66）は，健常成人に対して 5名 1グループ

でオンラインでの集団音声治療を実施し，MPTな
どの音声機能の改善がみられ，オンライン環境の整
備や音圧設定などの配慮が必要であるが，対面訓練
の代用方法として有用であることを報告している．
児嶋ら67）は，嗄声度を主観的な聴覚的印象で評

価するgrade of hoarseness(G) rough(R) breathy(B)
asthenic(A) strained(S)尺度を，人工知能を活用して
推定するGRBAS Zero(https ://apps.apple.com/jp/app/
grbaszero/id1490666100) というアプリケーションを
開発のうえ無料公開しており，今後は病的音声診断
に活用していくとしている．Yamadaら68）は，アル
ツハイマー病と軽度認知機能障害の分類に自動音声
解析技術を活用したアプリケーションを報告してお
り，これらの技術は，発声発語機能に関する地域リ
ハビリテーションにも応用可能と考えられる．オン
ラインでの音声訓練やアプリケーションの活用によ
り，対象者の全体像を捉えやすくなり，オーラルフ
レイルの予防的介入やリハビリテーションの質の向
上に繋がると考える．
発声・発語機能に関する訓練やその効果測定には

環境音や機器の設定などの調整が必要となることが
課題として挙げられる．アプリケーションの活用な
どにより精度の高いデータの収集と知見の集積が可
能となり，地域における発声発語機能障害へのリハ
ビリテーションの拡充が求められる．

3 . 6 虚弱性高齢者（フレイル）における地域リハ
ビリテーションの必要性と効果
日本老年医学会は，2014年 5 月に，筋力や活動の

低下を特徴とする高齢者の虚弱な状態を「フレイル
（Frailty）」と提唱した69）．
フレイルの診断基準には，Friedら70）が提唱した

身体的側面を評価するCardiovascular Health Study（以

下CHS）基準を用いることが多い．日本では，国立
研究開発法人国立長寿医療研究センターが日本版
CHS基準としてJ-CHS基準を開発し，近年改定を
行っている71）．この基準は，体重減少，筋力低下，
疲労感，歩行速度低下，身体活動低下の 5項目を評
価し， 3項目以上該当するときにフレイルと診断す
るものである．
飯島72）によれば，フレイルは健康と要介護の中

間に位置する状態であり，しかるべき適切な介入に
より機能を戻すことができる時期でありながら，身
体の虚弱だけでなく認知，社会性の虚弱といった多
面的な要素を持つと報告している．
高齢者人口は年々増加しており，フレイル予防は

重要な取り組みである．このため，2017年より市町
村の地域実情に応じた取り組みとして介護予防・日
常生活支援総合事業73）が全国一斉に展開されてい
る．リハビリテーション専門職は，地域リハビリ
テーション活動支援事業を通じてフレイル予防に貢
献しており，通所，訪問，地域ケア会議，住民主体
の通いの場などで，直接的な身体支援でなく，助言
などによる間接的な支援を中心に実践をすすめてい
る74）．
フレイル予防における適切な介入について，飯

島72）は「栄養，運動，社会参加」の 3つの柱が一体
となった早期予防重視型システムを，どのように地
域で展開するかが課題になると報告している．栄養
面では，たんぱく質の摂取やバランスのとれた食事
などが推奨されている75）が，それらを摂取するた
めの口腔機能についても考慮して取り組む必要があ
る．口腔機能低下は老年症候群の一つであり，介護
予防において口腔機能評価の重要性が述べられてい
る76）．
2017年には口腔機能低下の予防を目的として

「オーラルフレイル」の概念が提唱された77）．その
後，古田78）らが実施した調査では，地域在住高齢者
におけるオーラルフレイルの有症率は66.7％と報告
されていたことから，栄養摂取を可能とする口腔機
能の評価が重要であるといえる．栄養摂取に関する
適切な介入については，栄養士や歯科衛生士など多
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職種で協調して介入することが推奨されている79）．
フレイル予防における運動面では，運動による有

効性は多数報告されており，有酸素運動やバランス
運動，ストレッチなどの運動介入によってフレイル
発生率が有意に低下することが示されている80）．
また，生活の中で運動習慣がある高齢者は，フレイ
ルの発生や進行リスクが低いとする報告もあるな
ど 81），運動介入のフレイル予防への効果は明確で
ある．さらに近年の研究では，運動に関する自己効
力感がフレイルの進行に影響するとの報告82）もあ
り運動継続の重要性が示唆されている．
社会参加について，日本老年学的評価研究による

2016年度と2019年度の大規模縦断研究では，社会参
加の頻度が高い高齢者ほどフレイルの発症リスクが
有意に低いことが報告されている83）．一方，厚生
労働省の令和元年社会活動実施状況調査によれば，
70歳以上の高齢者のうち，月 1回以上町内会や地域
の行事などに参加している割合は 1～ 2割程度にと
どまっている84）．実際の社会参加率が低い状況を
踏まえ，飯島72）や田中85）は，フレイル予防のため
の新しい社会参加の形として，住民相互で行われる
「フレイルチェック」の仕組みを構築し，全国に展開
している．

3 . 6 . 1 虚弱性高齢者（フレイル）における地域
リハビリテーションの課題と今後の展望
虚弱性高齢者の地域リハビリテーションにおける

リハビリテーション専門職の役割は，地域住民がい
つまでもその地域で生活していくために，ハイリス
クな住民は積極的な保健指導と共に個別的な支援が
必要となる．また集団に対して健康増進や疾病予防
を図るポピュレーションアプローチにおいては，通
いの場や一般介護予防の現場で，住民の主体性を促
進するような働きかけが重要になる．

3 . 7 がんにおける地域リハビリテーションの必要
性と効果
本邦において，がん患者では，入院中のリハビリ

テーションは実施されているものの，退院後，外来

でのリハビリテーションの実施は，診療報酬制度上
の制約により病院でのリハビリテーション算定が困
難である．
3 . 7 . 1 乳がん術後
乳がん術後患者において，精神的な問題は退院後，

徐々に改善しているが，術後 3ヵ月で37%に精神的
な問題を伴っている者がいる86）．精神的な問題には
上肢機能評価であるDisabilities of the Arm, Shoulder

and Hand（以下，DASH）が重要な因子であり，
DASHは18点が cut off値となることを示してい
る86）．
職場復帰に関しては，術後 3ヵ月で49%が職場復

帰しており，職場復帰にはDASHと肩関節屈曲可動
域が復帰に強く影響を及ぼしていた87）．乳がんサ
バイバーは上肢の問題によって労働関係の再開が困
難となる．
趣味活動については，余暇活動に参加している者

が術前34%，術後23%と有意な低下を認めており，
術後 3ヵ月での余暇活動の参加に関連している要因
は術前の余暇活動の実施が強く影響していた88）．
術前に余暇活動に参加していなかった者は，術後
3ヵ月で参加する可能性が低いため，参加を促す介
入が求められる．
QOLに関して，術後 3ヵ月までのQOLの変化か

ら，全般的状態および機能的尺度の身体機能，役割
機能，感情機能，社会的機能が比較的改善している
ことが示された89）．しかし，症状尺度では，術後
3ヵ月までに吐き気・嘔吐，呼吸困難，食欲不振が悪
化する傾向にあった89）．QOLにはDASHが強く影
響しており，上肢機能の改善がQOLの改善にも繋が
ることが明らかになっている89）．
術後のAxillary Web Syndrome（以下，AWS）の発

生率は手術後 1， 2， 3ヵ月でそれぞれ 23.1%，19.
7%，9.7% であり，徐々に減少していることが明ら
かになっている90）．乳がん患者には自宅での自己
トレーニングの実施を促していたものの，AWS は
手術後 3ヵ月経っても発生を認めていることから，
退院後もAWSの評価，運動療法の実施を促す必要が
ある90）.
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乳がん術後患者は，入院が短期間であるが，退院
後も精神的な問題やQOL低下を認め，AWSの発生
が生じ，職場復帰，趣味活動への参加に対しても制
限が生じている．このため，退院後も医療者による
状態の評価や自宅でのトレーニングの提供などが必
要であると考えられる．

3 . 7 . 2 膵がん術後
膵がん術後患者では，四肢骨格筋量，体重，体脂

肪量，体脂肪率，Body Mass Index，握力は術前と比
較して術後 3ヵ月で有意に低下したことが示された
ことから，身体機能改善に向けた介入や栄養指導介
入が求められる91）．
QOLに関しては，全般的健康状態，身体，役割の

QOLスコアが術前と比較して術後 2週間で有意に
低下し，術後 2週間と比較して術後 3ヵ月でこれら
のスコアの有意な改善が認められた91）．術後 3ヵ
月での握力は，全般的健康状態のQOLスコアに影響
を与える要因であることが示されている91）．この
ため，膵臓がん術後患者は，入院中だけでなく退院
後も継続したリハビリテーションを積極的に行う必
要性がある．

3 . 7 . 3 がんにおける地域リハビリテーションの
課題と今後の展望
本邦において，がん患者に対する外来リハビリ

テーションは診療報酬上，算定が困難でありリハビ
リテーションの実施には制限があることが課題と考
えられる．今後，がん患者においても，退院後も，
外来にて定期的な評価，リハビリテーション介入が
可能となることが求められる．

4 ．地域リハビリテーションの課題と展望のまとめ
地域リハビリテーションは，通所・訪問サービス

ならびに疾患・状態別の支援を通じて，生活機能の
維持・向上に一定の成果を示している．一方で，医
療・介護保険制度の整合性の不備，専門職の地域偏
在，ICT導入の格差，多職種連携の継続性など，制度
的・構造的な課題が残されている．

今後は，住民主体の予防的活動やICTを活用した
遠隔支援により，地域資源の偏在を補完し，地域の
ニーズに応じた支援体制の構築が求められる．リハ
ビリテーション専門職は，地域施策への参画と多職
種連携を通じて，地域リハビリテーションの理念に
基づく地域支援の推進に貢献することが期待され
る．

5 ．結論
本稿では，地域リハビリテーションの制度的背景

と疾患別支援の先行研究から必要性と効果を整理
し，課題と今後の展望を多面的に検討した．その結
果，現行の支援は一定の成果を示しているが，地域
リハビリテーションの理念に基づく包括的支援の実
現には，制度的・構造的な改善が不可欠であること
が明らかとなった．今後は，地域特性に応じた柔軟
な支援体制の整備と，多職種連携による地域に根ざ
した展開が重要である．
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